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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期
第１四半期
連結累計期間

第10期
第１四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成28年７月１日
至平成29年６月30日

売上高 （千円） 4,034,773 4,659,868 16,848,159

経常利益 （千円） 209,144 398,699 1,103,019

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 143,367 254,876 737,864

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 143,654 255,211 738,660

純資産額 （千円） 2,178,298 2,864,570 2,779,021

総資産額 （千円） 13,907,453 19,946,666 20,273,383

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 16.92 29.99 87.02

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 16.57 29.38 85.23

自己資本比率 （％） 15.7 14.3 13.7

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成29年８月14日付でＵＤＳコーポレート・メザニン４号投資事業有限責任組合（以下「割当先」といい

ます。）と株式投資契約を締結し、割当先に対して、平成29年10月17日付で第三者割当により総額30億円のＡ種優先

株式を発行いたしました。

　詳細は、「第４　経理の状況　１.四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりでありま

す。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国の政治動向や北朝鮮情勢をはじめとする地政学的リスク

により、金融資本市場への影響が懸念されたものの、きわめて緩和的な金融環境と政府の大型経済対策の効果を背

景に、企業収益や雇用・所得環境は改善傾向が持続され、個人消費も緩やかに回復基調で推移しております。しか

しながら、東アジア情勢や欧米諸国の政治動向など、先行き景気の下振れリスクには留意する必要があります。

　当社グループの属する不動産業界におきましては、地価の上昇基調が継続する中で、販売価格の高騰が懸念され

たものの、日銀の金融緩和政策を背景に実需は底堅い動きを示しており、事業環境は概ね良好であります。

　当社グループでは、平成31年６月期を最終年度とする中期経営計画において、事業ポートフォリオのストック事

業の比率向上による持続的な成長を掲げ、フランチャイズ事業におけるフランチャイズ加盟店舗数の拡大、ハウ

ス・リースバック事業における収益不動産購入、不動産金融事業による不動産担保融資を強化しました。また、不

動産売買事業における直営店エリアを中心とした販売用不動産の仕入強化、不動産売買仲介事業を基盤に、仲介・

買取・リフォームの三位一体のスキームで事業シナジーを効かせた「住まいのワンストップサービス」は継続し、

顧客ニーズに応えることに努めてまいりました。

 

　その結果、当第１四半期連結累計期間におきましては、売上高は4,659百万円(前年同期比15.5％増)、営業利益

は436百万円(同80.9％増)、経常利益は398百万円(同90.6％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は254百万円

(同77.8％増)となりました。

 

　主なセグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

（平成29年９月30日現在）

セグメント名称 売上高（百万円） 内　容

フランチャイズ事業 595
新規加盟契約数 34件、累計加盟契約数 483件

新規開店店舗数 35店舗、累計開店店舗数 394店舗

ハウス・リースバック事業 473
新規取得保有物件数 63件、累計保有物件数 564件

売却件数 13件

不動産金融事業 89 不動産担保融資実行件数 34件

不動産売買事業 2,383 取引件数 84件

不動産流通事業 482 仲介件数 804件

リフォーム事業 636
契約件数 548件

完工件数 480件

合　計 4,659 －
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①フランチャイズ事業

フランチャイズ事業では、都市部の不動産業者への加盟促進とテレビ・ラジオＣＭ等による広告宣伝効果に加

え、東京証券取引所市場第一部上場企業としての信用力やコーポレートブランドの価値の向上効果により、地元有

力企業の加盟や検討企業の増加に効果があらわれております。オープン店舗の増加及び営業活動の増加による知名

度向上や仲介＋買取による収益向上を目指した「サテライト店＋家・不動産買取専門店」併設店舗のニーズもあ

り、当第１四半期連結累計期間における新規加盟契約数は34件、累計加盟契約数は483件となりました。

また、スーパーバイザーの加盟店フォロー体制の構築や各種サービスコンテンツの充実の効果もあり、当第１四

半期連結累計期間における新規開店店舗数は35店舗、累計開店店舗数は394店舗となりました。

その結果、セグメント売上高は595百万円(前年同期比23.0％増)、セグメント利益が382百万円(同32.3％増)とな

りました。

 

②ハウス・リースバック事業

　ハウス・リースバック事業では、テレビ・ラジオＣＭ等の広告宣伝効果と東京証券取引所市場第一部上場企業と

しての信用力の向上効果で問い合わせ及び取扱件数も増加しております。新築リースバックなどの新たな取り組み

開始により不動産の有効活用や資産を資金化するニーズに応えたことで、当第１四半期連結累計期間におきまして

は63戸取得し、13戸を売却しました。保有する不動産は累計564戸となり、賃貸用不動産として運用しました。

　その結果、セグメント売上高は473百万円(前年同期比33.5％減)、セグメント利益が35百万円(同68.4％減)とな

りました。

 

③不動産金融事業

　不動産金融事業では、グループの強みである不動産査定力を活かした不動産担保融資の提供を主として、顧客の

さまざまな資金ニーズに柔軟に対応することで顧客開拓を行ってまいりました。また、ハウス・リースバック事業

を始めグループ内のシナジー及びフランチャイズ加盟店との連携に注力し、当第１四半期連結累計期間におきまし

ては34件の不動産担保融資の実行を行ってまいりました。

　その結果、セグメント売上高は89百万円(前年同期比329.9％増)、セグメント利益が29百万円(同195.9％増)とな

りました。

 

④不動産売買事業

　不動産売買事業では、住宅ローンの超低金利が続く中、低価格で良質な中古不動産の購入ニーズは強く、仲介顧

客のニーズに合った物件を仕入れる方針を徹底し、前連結会計年度後半より仕入れを積極化した直営店エリアの販

売用不動産在庫の販売が順調に進んだことで、取引件数は増加となりました。

　その結果、セグメント売上高は2,383百万円(前年同期比42.5％増)、セグメント利益が254百万円(同238.4％増)

となりました。

 

⑤不動産流通事業

　不動産流通事業は、不動産売買仲介事業で構成されております。不動産売買仲介事業では、住宅ローンの超低金

利継続の効果もあり、実需の動きは引き続き堅調に推移しました。ホームページ等のＷｅｂ広告宣伝戦略、新聞折

り込み広告、テレビ・ラジオＣＭ等のメディアを利用した広告宣伝戦略、そして地域密着型のポスティング戦略を

通じて直営店への集客に注力してまいりました。

　その結果、セグメント売上高は482百万円(前年同期比12.8％増)、セグメント利益が139百万円(同28.8％増)とな

りました。

 

⑥リフォーム事業

　リフォーム事業では、不動産売買仲介事業との連携による中古住宅＋リフォーム受注や、住宅設備メーカー等と

コラボレーションしたリフォームイベントを積極的に開催することで集客に繋げ、当第１四半期連結累計期間にお

ける受注件数は548件(前年同期比10.5％増)、完工件数は480件(同9.8％増)となりました。

　その結果、セグメント売上高は636百万円(前年同期比11.5％減)、セグメント利益が32百万円(同3.0％増)となり

ました。
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(2) 財政状態の分析

　（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は19,946百万円となり、前連結会計年度末に比べ326百万円の減少

となりました。

　これは主として、現金及び預金が1,172百万円減少したこと及び販売用不動産が148百万円減少したこと、ハウ

ス・リースバック事業の案件の増加に伴い有形固定資産が718百万円増加したこと等によるものであります。

 

　（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債は17,082百万円となり、前連結会計年度末に比べ412百万円の減少と

なりました。

　これは主として、短期借入金が319百万円、長期借入金が440百万円それぞれ減少したこと、フランチャイズ事業

の加盟店増加及びハウス・リースバック事業の案件増加に伴い長期預り保証金が167百万円増加したこと並びにリ

フォーム事業の契約案件増加に伴い未成工事受入金が122百万円増加したことによるものであります。

 

　（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は2,864百万円となり、前連結会計年度末に比べ85百万円の増加と

なりました。

　これは主として、当第１四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により、利益剰余金が

254百万円増加したこと及び配当金の支払いにより169百万円減少したことによるものであります。

 

項目
前連結会計年度

（百万円）

当第１四半期連結会計期間

（百万円）

増減

（百万円）

総　資　産 20,273 19,946 △326

負　　　債 17,494 17,082 △412

純　資　産 2,779 2,864 85

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

Ａ種優先株式 300

計 25,000,300

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,498,000 8,498,000
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数　100株

Ａ種優先株式 － 300 非上場
単元株式数　 １株

(注)２

計 8,498,000 8,498,300 － －

(注)１．「提出日現在発行数」欄には、平成29年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

２．Ａ種優先株式の内容は、以下のとおりであります。

１．剰余金の配当

(1)期末配当の基準日

当会社は、各事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種

優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に

対して、金銭による剰余金の配当（期末配当）をすることができる。

(2)期中配当

当会社は、期末配当のほか、基準日を定めて当該基準日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株

主又はＡ種優先登録株式質権者に対し金銭による剰余金の配当（期中配当）をすることができる。

(3)優先配当金

当会社は、ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当を行うときは、当該基準日の最終の株主

名簿に記載又は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、当該基準日の最終の株主名

簿に記載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権

者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、下記1.(4)に定める額の

配当金（以下「優先配当金」という。）を金銭にて支払う。ただし、当該剰余金の配当の基準日の属する事

業年度中の日であって当該剰余金の配当の基準日以前である日を基準日としてＡ種優先株主又はＡ種優先登

録株式質権者に対し剰余金を配当したとき（以下、当該配当金を「期中優先配当金」という。）は、その額

を控除した金額とする。また、当該剰余金の配当の基準日から当該剰余金の配当が行われる日までの間に、

当会社がＡ種優先株式を取得した場合、当該Ａ種優先株式につき当該基準日に係る剰余金の配当を行うこと

を要しない。

(4)優先配当金の額

優先配当金の額は、Ａ種優先株式１株につき、以下の算式に基づき計算される額とする。ただし、除算は最

後に行い、円単位未満小数第３位まで計算し、その小数第３位を四捨五入する。Ａ種優先株式１株当たりの

優先配当金の額は、Ａ種優先株式の１株当たりの払込金額に年率8.0％を乗じて算出した金額について、当

該剰余金の配当の基準日の属する事業年度の初日（ただし、当該剰余金の配当の基準日が2018年６月30日に

終了する事業年度に属する場合は、払込期日）（同日を含む。）から当該剰余金の配当の基準日（同日を含

む。）までの期間の実日数につき、１年を365日として日割計算により算出される金額とする。

(5)累積条項

ある事業年度に属する日を基準日としてＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して行われた１株当

たりの剰余金の配当の総額(以下に定める累積未払優先配当金の配当を除く。)が、当該事業年度の末日を基

準日として計算した場合の優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積する。累

積した不足額（以下「累積未払優先配当金」という。）については、当該翌事業年度以降、優先配当金並び
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に普通株主及び普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質

権者に対して配当する。

(6)非参加条項

当会社は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、上記1.(4)に定める優先配当金及び累積未

払優先配当金の合計額を超えて剰余金の配当を行わない

２．残余財産の分配

(1)残余財産の分配

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、普通株主又は

普通登録株式質権者に先立って、Ａ種優先株式1株当たり、下記2.(2)に定める金額を支払う。

 

(2)残余財産分配額

①基本残余財産分配額

Ａ種優先株式1株当たりの残余財産分配額は、下記4.(2)①に定める基本償還価額算式（ただし、基本償還

価額算式における「償還請求日」は「残余財産分配日」（残余財産の分配が行われる日をいう。以下同

じ。）と読み替えて適用する。）によって計算される基本償還価額相当額（以下「基本残余財産分配額」

という。）とする。

②控除価額

上記2.(2)①にかかわらず、残余財産分配日までの間に支払われた優先配当金（残余財産分配日までの間

に支払われた期中優先配当金及び累積未払優先配当金を含み、以下「解散前支払済優先配当金」とい

う。）が存する場合には、Ａ種優先株式１株当たりの残余財産分配額は、下記4.(2)②に定める控除価額

算式（ただし、控除価額算式における「償還請求日」「償還請求前支払済優先配当金」は、それぞれ「残

余財産分配日」「解散前支払済優先配当金」と読み替えて適用する。）に従って計算される控除価額を、

上記2.(2)①に定める基本残余財産分配額から控除した額とする。なお、解散前支払済優先配当金が複数

回にわたって支払われた場合には、解散前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額を計算し、その合

計額を上記2.(2)①に定める基本残余財産分配額から控除する。

(3)非参加条項

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

３．議決権

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において、議決権を有しない。

４．金銭を対価とする取得請求権（償還請求権）

(1)償還請求権の内容

Ａ種優先株主は、いつでも、当会社に対して金銭を対価としてＡ種優先株式を取得することを請求（以下

「償還請求」という。）することができる。この場合、当会社は、Ａ種優先株式１株を取得するのと引換え

に、当該償還請求の日（以下「償還請求日」という。）における会社法第461条第２項所定の分配可能額を

限度として、法令上可能な範囲で、当該効力が生じる日に、当該Ａ種優先株主に対して、下記4.(2)に定め

る金額（以下「償還価額」という。）の金銭を交付する。なお、償還請求日における分配可能額を超えて償

還請求が行われた場合、取得すべきＡ種優先株式は、抽選又は償還請求が行われたＡ種優先株式の数に応じ

た比例按分その他の方法により当会社の取締役会において決定する。

(2)償還価額

①基本償還価額

Ａ種優先株式１株当たりの償還価額は、以下の算式によって計算される額（以下「基本償還価額」とい

う。）とする。

（基本償還価額算式）

基本償還価額＝10,000,000円×(1＋0.08)m+n/365

払込期日（同日を含む。）から償還請求日（同日を含む。）までの期間に属する日の日数を「m年とn日」

とする。

②控除価額

上記4.(2)①にかかわらず、償還請求日までの間に支払われた優先配当金（償還請求日までの間に支払わ

れた期中優先配当金及び累積未払優先配当金を含み、以下「償還請求前支払済優先配当金」という。）が

存する場合には、Ａ種優先株式１株当たりの償還価額は、次の算式に従って計算される価額を上記4.(2)

①に定める基本償還価額から控除した額とする。なお、償還請求前支払済優先配当金が複数回にわたって

支払われた場合には、償還請求前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額を計算し、その合計額を上

記4.(2)①に定める基本償還価額から控除する。

（控除価額算式）

控除価額＝償還請求前支払済優先配当金×(1＋0.08)x+y/365
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償還請求前支払済優先配当金の支払日（同日を含む。）から償還請求日（同日を含む。）までの期間に属

する日の日数を「x年とy日」とする。

(3)償還請求受付場所

京都府京都市中京区烏丸通錦小路上ル手洗水町670番地

株式会社ハウスドゥ

(4)償還請求の効力発生

償還請求の効力は、償還請求書が償還請求受付場所に到着した時に発生する。

５．金銭を対価とする取得条項（強制償還）

(1)強制償還の内容

当会社は、いつでも、当会社の取締役会が別に定める日（以下「強制償還日」という。）の到来をもって、

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者の意思にかかわらず、当会社がＡ種優先株式の全部又は一部を取

得するのと引換えに、当該日における分配可能額を限度として、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者

に対して、下記5.(2)に定める金額の金銭を交付することができる（以下、この規定によるＡ種優先株式の

取得を「強制償還」という。）。なお、Ａ種優先株式の一部を取得するときは、取得するＡ種優先株式は、

抽選、比例按分その他の方法により当会社の取締役会において決定する。

(2)強制償還価額

①基本強制償還価額

Ａ種優先株式1株当たりの強制償還価額は、上記4.(2)①に定める基本償還価額算式（ただし、基本償還価

額算式における「償還請求日」は「強制償還日」と読み替えて適用する。）によって計算される基本償還

価額相当額（以下「基本強制償還価額」という。）とする。

②控除価額

上記5.(2)①にかかわらず、強制償還日までの間に支払われた優先配当金（強制償還日までの間に支払わ

れた期中優先配当金及び累積未払優先配当金を含み、以下「強制償還前支払済優先配当金」という。）が

存する場合には、Ａ種優先株式１株当たりの強制償還価額は、上記4.(2)②に定める控除価額算式（ただ

し、控除価額算式における「償還請求日」「償還請求前支払済優先配当金」は、それぞれ「強制償還日」

「強制償還前支払済優先配当金」と読み替えて適用する。）に従って計算される控除価額を、上記5.(2)

①に定める基本強制償還価額から控除した額とする。なお、強制償還前支払済優先配当金が複数回にわ

たって支払われた場合には、強制償還前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額を計算し、その合計

額を上記5.(2)①に定める基本強制償還価額から控除する。

６．普通株式を対価とする取得請求権（転換請求権）

(1)転換請求権の内容

Ａ種優先株主は、いつでも、法令上可能な範囲内で、当会社がＡ種優先株式の全部又は一部を取得するのと

引換えに、下記6.(2)に定める算定方法により算出される数の当会社の普通株式をＡ種優先株主に対して交

付することを請求（以下「転換請求」といい、転換請求がなされた日を「転換請求日」という。）すること

ができる。なお、下記6.(2)の算定方法に従い、Ａ種優先株主に交付される普通株式数を算出した場合にお

いて、株未満の端数が生じたときはこれを切り捨てる。当会社は、当該端数の切捨てに際し、当該転換請求

を行ったＡ種優先株主に対し会社法第167条第３項に定める金銭を交付することを要しない。

(2)転換請求により交付する普通株式数の算定方法

①当会社がＡ種優先株主に対し対価として交付する普通株式の数は、以下に定める算定方法により算出す

る。

ただし、小数点以下の切り捨ては最後に行い、Ａ種優先株主に対して交付することとなる普通株式の数に

１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨て、金銭による調整は行わない。

（算式）

Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の普通株式の数

＝Ａ種優先株主が取得を請求したＡ種優先株式の数

×上記4.(2)①に定める基本償還価額相当額から、上記4.(2)②に定める控除価額相当額を控除した金額

（ただし、基本償還価額相当額及び控除価額相当額は、基本償還価額算式及び控除価額算式における「償

還請求日」を「転換請求日」と、「償還請求前支払済優先配当金」を「転換請求前支払済優先配当金」

（転換請求日までの間に支払われたＡ種優先配当金（転換請求日までの間に支払われたＡ種優先期中配当

金及び累積未払Ａ種優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）と読み替えて算出される。）÷転換価額

②転換価額

イ当初転換価額

当初転換価額は、1,681.5円とする。
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ロ転換価額の修正

転換価額は、2017年12月31日以降の毎年６月30日及び12月31日（以下それぞれ「転換価額修正日」とい

う。）に、転換価額修正日における時価の95％に相当する金額（以下「修正後転換価額」という。）に

修正されるものとする。ただし、修正後転換価額が当初転換価額の50％（以下「下限転換価額」とい

う。）を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。なお、転換価額が、下記ハにより調整

された場合には、下限転換価額についても同様の調整を行うものとする。

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引

所（以下「東証」という。）における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値

（終値のない日数を除く。円単位未満小数第2位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とす

る。

ハ転換価額の調整

(a)当会社は、Ａ種優先株式の発行後、下記(b)に掲げる各事由により普通株式数に変更を生じる場合又

は変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもっ

て転換価額（上記ロに基づく修正後の転換価額を含む。）を調整する。

調整後転換価額

＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋（（交付普通株式数×１株当たりの払込金額）÷時

価））÷（既発行普通株式数＋交付普通株式数）

転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の各取引に

係る基準日が定められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場合は、調整後の

転換価額を適用する日の１か月前の日における、当会社の発行済普通株式数から当該日における当

会社の有する普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記(b)又は(d)に基づき交付普通株式

数とみなされた普通株式のうち未だ交付されていない普通株式の数を加えた数とする。転換価額調

整式で使用する「交付普通株式数」は、普通株式の株式分割が行われる場合には、株式分割により

増加する普通株式数（基準日における当会社の有する普通株式に関して増加した普通株式数を含ま

ない。）とし、普通株式の併合が行われる場合には、株式の併合により減少する普通株式数（効力

発生日における当会社の有する普通株式に関して減少した普通株式数を含まない。）を負の値で表

示して使用するものとする。

転換価額調整式で使用する「1株当たりの払込金額」は、下記(b)(i)の場合は当該払込金額（金銭以

外の財産を出資の目的とする場合には適正な評価額、無償割当ての場合は０円とする。）、下記(b)

(ii)及び(iv)の場合は０円とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付株式等（下記(b)(iii)に定義

する。）の交付に際して払込みその他の対価関係にある支払がなされた額（時価を下回る対価を

もって普通株式の交付を請求できる新株予約権の場合には、その行使に際して出資される財産の価

額を加えた額とする。）から、その取得、転換、交換又は行使に際して取得請求権付株式等の所持

人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得、転換、交換又は行使に際

して交付される普通株式の数で除した金額（下記(b)(iii)において「対価」という。）とする。

(b)転換価額調整式によりＡ種優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用

時期については、次に定めるところによる。

(i)下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込金額をもって普通株式を交付する場合（無償割当ての場

合を含む。）（ただし、当会社の交付した取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項

付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ハにおいて同じ。）の取得と引

換えに交付する場合又は普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを含む。以下本ハにおいて同じ。）その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行使により

交付する場合を除く。）

調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終

日とする。以下同じ。）又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用する。ただし、当会

社の普通株主に募集株式の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割当てのための基準日があ

る場合は、その日の翌日以降これを適用する。

(ii)普通株式の株式分割をする場合

調整後の転換価額は、普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

(iii)取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権であって、その取得と引換え

に下記(c)(ii)に定める時価を下回る対価をもって普通株式を交付する定めがあるものを交付す

る場合（無償割当ての場合を含む。）、又は下記(c)(ii)に定める時価を下回る対価をもって普

通株式の交付を請求できる新株予約権その他の証券若しくは権利を交付する場合（無償割当ての

場合を含む。）

調整後の転換価額は、交付される取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予

約権、又は新株予約権その他の証券若しくは権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全
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てが当初の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたものとみなして転換価額

調整式を準用して算出するものとし、交付される日又は無償割当ての効力発生日の翌日以降これ

を適用する。ただし、普通株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は無

償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、取得、転換、交換又は行使に際して交付される普通株式の対価が上記の時点

で確定していない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定時点で交付されている取得請求

権付株式等の全てが当該対価の確定時点の条件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付

されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌

日以降これを適用する。

(iv)普通株式の併合をする場合

調整後の転換価額は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。

(c)(i)転換価額調整式の計算については、円単位未満小数第2位まで算出し、その小数第２位を切り捨

てる。

(ii)転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる

30取引日の東証における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値

のない日数を除く。円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。）とす

る。

(d)上記(b)に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に該当すると当会社取

締役会が合理的に判断するときには、当会社は、必要な転換価額の調整を行う。

(i)当会社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸収分割による当該会社の権利義務の全部又は一

部の承継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式会社の発行済株式の全部の取得のた

めに転換価額の調整を必要とするとき。

(ii)転換価額を調整すべき事由が2つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の

算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(iii)その他当会社の発行済普通株式の株式数の変更又は変更の可能性の生じる事由の発生により転換

価額の調整を必要とするとき。

(e)転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が1円未満の場合は、転

換価額の調整は行わないものとする。ただし、本(e)により不要とされた調整は繰り越されて、その

後の調整の計算において斟酌される。

(f)上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を行うときは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並

びにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を株主名

簿に記載された各Ａ種優先株主に通知する。ただし、その適用の日の前日までに前記の通知を行う

ことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

(3)転換請求受付場所

京都府京都市中京区烏丸通錦小路上ル手洗水町670番地

株式会社ハウスドゥ

(4)転換請求の効力発生

転換請求の効力は、転換請求書が転換請求受付場所に到着した時に発生する。

７．株式の併合又は分割

法令に別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。Ａ種優先株主

には、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、株式又は新株予約権の無償割当てを行

わない。

８．譲渡制限

譲渡によるＡ種優先株式の取得については、取締役会の承認を要する。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年７月１日～

平成29年９月30日
－ 8,498,000 － 361,387 － 379,883

(注)１．平成29年10月17日を払込期日とする第三者割当によるＡ種優先株式の発行により、発行済株式総数が300株増

加し、資本金及び資本準備金がそれぞれ1,500,000千円増加しております。

２．平成29年10月17日付で、会社法第447条第３項及び第448条第３項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額

をそれぞれ1,500,000千円減少させ、同額をその他資本剰余金に振り替えております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　　100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,496,600 84,966 －

単元未満株式 普通株式 　　1,300 － －

発行済株式総数 8,498,000 － －

総株主の議決権 － 84,966 －

(注)１．「単元未満株式」には、当社所有の自己株式44株が含まれております。

　　２．平成29年９月30日現在の自己株式数は、191株であります。

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

株式会社ハウスドゥ

京都市中京区烏丸通

錦小路上ル手洗水町

670番地

100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

(注)　平成29年９月30日現在の自己株式数は、191株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平

成29年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年７月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ＰｗＣ京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,129,678 1,957,618

完成工事未収入金 53,354 55,509

売掛金 90,977 85,528

販売用不動産 4,566,949 4,418,836

仕掛販売用不動産 1,184,076 1,228,730

未成工事支出金 53,273 78,950

営業貸付金 2,865,545 2,913,851

繰延税金資産 69,531 68,125

その他 206,961 348,539

貸倒引当金 △7,741 △5,696

流動資産合計 12,212,606 11,149,994

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,482,745 2,675,013

減価償却累計額 △387,644 △436,296

建物及び構築物（純額） 2,095,101 2,238,717

土地 5,615,396 6,191,668

その他 111,920 112,772

減価償却累計額 △92,467 △94,445

その他（純額） 19,453 18,327

有形固定資産合計 7,729,951 8,448,713

無形固定資産   

のれん 5,652 4,640

その他 50,928 51,594

無形固定資産合計 56,581 56,235

投資その他の資産   

投資有価証券 7,569 8,353

繰延税金資産 5,027 1,425

その他 261,759 282,089

貸倒引当金 △113 △145

投資その他の資産合計 274,243 291,723

固定資産合計 8,060,776 8,796,671

資産合計 20,273,383 19,946,666
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

流動負債   

工事未払金 373,986 397,074

短期借入金 6,895,839 6,576,290

1年内償還予定の社債 50,600 34,000

1年内返済予定の長期借入金 1,300,888 1,262,100

リース債務 8,243 7,442

資産除去債務 5,338 1,312

未払金 214,179 232,779

未払費用 288,724 251,821

未払法人税等 153,566 145,715

未払消費税等 50,042 47,201

未成工事受入金 283,439 405,662

前受金 258,128 266,525

賞与引当金 － 33,528

完成工事補償引当金 4,368 4,472

その他 184,142 254,123

流動負債合計 10,071,487 9,920,050

固定負債   

長期借入金 6,020,586 5,580,416

リース債務 9,201 7,474

長期預り保証金 1,360,281 1,527,666

繰延税金負債 621 930

資産除去債務 10,184 22,648

完成工事補償引当金 21,998 22,908

固定負債合計 7,422,874 7,162,045

負債合計 17,494,362 17,082,095

純資産の部   

株主資本   

資本金 361,387 361,387

資本剰余金 498,409 498,409

利益剰余金 1,916,538 2,001,458

自己株式 △158 △236

株主資本合計 2,776,177 2,861,019

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 49 384

その他の包括利益累計額合計 49 384

新株予約権 2,794 3,167

純資産合計 2,779,021 2,864,570

負債純資産合計 20,273,383 19,946,666
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年９月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 4,034,773 4,659,868

売上原価 2,500,712 2,769,210

売上総利益 1,534,061 1,890,658

販売費及び一般管理費 1,292,933 1,454,489

営業利益 241,127 436,168

営業外収益   

受取利息及び配当金 38 433

受取手数料 10,275 7,052

受取保険金 786 －

違約金収入 490 3,500

その他 2,088 4,292

営業外収益合計 13,678 15,278

営業外費用   

支払利息 42,663 49,168

その他 2,997 3,579

営業外費用合計 45,661 52,747

経常利益 209,144 398,699

特別損失   

固定資産除却損 － 2,261

特別損失合計 － 2,261

税金等調整前四半期純利益 209,144 396,438

法人税等 65,776 141,561

四半期純利益 143,367 254,876

親会社株主に帰属する四半期純利益 143,367 254,876

 

EDINET提出書類

株式会社ハウスドゥ(E31284)

四半期報告書

16/28



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年７月１日
　至　平成28年９月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年７月１日
　至　平成29年９月30日)

四半期純利益 143,367 254,876

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 286 335

その他の包括利益合計 286 335

四半期包括利益 143,654 255,211

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 143,654 255,211
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日）

減価償却費 49,469千円 66,216千円

のれんの償却額 1,011 1,011

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年７月１日　至平成28年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年９月27日

定時株主総会
普通株式 135,581 16 平成28年６月30日 平成28年９月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年７月１日　至平成29年９月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年９月26日

定時株主総会
普通株式 169,957 20 平成29年６月30日 平成29年９月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注）３ 
フラン

チャイズ

ハウス・

リースバッ

ク

不動産金融不動産売買不動産流通リフォーム 計

売上高            

外部顧客へ

の売上高
484,056 711,643 20,880 1,672,410 427,369 718,412 4,034,773 - 4,034,773 － 4,034,773

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

17,903 1,086 8,005 － 45,950 － 72,945 1,935 74,880 △74,880 －

計 501,959 712,729 28,885 1,672,410 473,320 718,412 4,107,718 1,935 4,109,653 △74,880 4,034,773

セグメント利益又

は損失（△）
289,399 111,803 9,967 75,091 108,227 31,316 625,805 △2,290 623,515 △382,388 241,127

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教育事業でありますが、平成29年

４月に当該事業は終了しております。

２．セグメント利益の調整額△382,388千円には、セグメント間取引消去6,488千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△388,876千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注）３ 
フラン

チャイズ

ハウス・

リースバッ

ク

不動産金融不動産売買不動産流通リフォーム 計

売上高            

外部顧客へ

の売上高
595,240 473,210 89,771 2,383,275 482,240 636,130 4,659,868 － 4,659,868 － 4,659,868

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

19,317 510 7,900 － 43,971 － 71,698 － 71,698 △71,698 －

計 614,557 473,720 97,671 2,383,275 526,211 636,130 4,731,567 － 4,731,567 △71,698 4,659,868

セグメント利益 382,958 35,290 29,494 254,124 139,430 32,264 873,562 － 873,562 △437,393 436,168

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教育事業でありますが、平成29年

４月に当該事業は終了しております。

２．セグメント利益の調整額△437,393千円には、セグメント間取引消去10,959千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△448,353千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　前第３四半期連結会計期間より、資産の金額がすべての事業セグメントの資産の合計額の10％以上となり

ました。そのため、「その他」に含んでいた「不動産金融」を報告セグメントに区分いたしました。

　また、当第１四半期連結会計期間より、従来の「住宅・リフォーム」から「リフォーム」にセグメント名

称を変更をしております。なお、セグメント名称変更によるセグメント情報に与える影響はありません。

　当該変更により、当社グループの報告セグメントを「フランチャイズ」「ハウス・リースバック」「不動

産金融」「不動産売買」「不動産流通」「リフォーム」の６セグメントとしております。

 

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第１四半期連結累計期間の報告セグメントの区

分に基づき作成したものを開示しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日）

 (1) １株当たり四半期純利益金額 16円92銭 29円99銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 143,367 254,876

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
143,367 254,876

普通株式の期中平均株式数（株） 8,474,541 8,497,841

 (2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16円57銭 29円38銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

(千円)
－ －

普通株式増加数（株） 177,690 177,214

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

────── ──────
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(重要な後発事象)

（第三者割当増資による優先株式発行、定款の一部変更並びに資本金の額及び資本準備金の額の減少について）

当社は、平成29年８月14日付でＵＤＳコーポレート・メザニン４号投資事業有限責任組合（以下「割当先」とい

います。）と株式投資契約を締結し、割当先に対して、平成29年10月17日付で第三者割当により総額30億円のＡ種

優先株式を発行いたしました。また、財務体質の健全化を図り、機動的かつ柔軟な資本政策に備えるため、資本金

及び資本準備金の減少を行いました。

 

その内容は以下のとおりであります。

 

１．第三者割当によるＡ種優先株式の発行

（１）　払込期日（発行日）　　　　　平成29年10月17日

（２）　募集株式の種類及び数　　　　Ａ種優先株式　300株

（３）　発行価額（払込金額）　　　　１株につき10,000,000円

（４）　払込金額の総額　　　　　　　3,000,000,000円

（５）　増加した資本金及び資本準備金の額

　　資本金　　　　　　　　　　1,500,000,000円（１株につき　5,000,000円）

　　資本準備金　　　　　　　　1,500,000,000円（１株につき　5,000,000円）

（６）　優先配当　　　　　　　　　　優先配当率　年率8.0％

　　優先配当金１株につき800,000円

（７）　募集又は割当方法（割当先）　ＵＤＳコーポレート・メザニン４号投資事業有限責任組合に対する第三

者割当方式

（８）　資金の使途　　　　　　　　　ハウス・リースバック事業、不動産金融事業等のストック収益事業の事

業環境が良好であり、需要の増加も見込まれることから、ハウス・リー

スバック事業等の不動産購入及び不動産金融子会社の資本増強に使用。

 

２．資本金及び資本準備金の額の減少

（１）　目的　　　　　　　　　　　　財務体質の健全化を図り、機動的かつ柔軟な資本政策に備えるため、資

本金及び資本準備金の減少を行う。

（２）　資本金　　　　　　　　　　　1,500,000,000円をその他資本剰余金に振替える。

（３）　資本準備金　　　　　　　　　1,500,000,000円をその他資本剰余金に振替える。

（４）　減資の効力発生日　　　　　　平成29年10月17日

 

（ストック・オプションの発行について）

　当社は、平成29年10月16日開催の取締役会において、平成29年９月26日開催の第９期定時株主総会にて承認され

ました、当社の取締役（代表取締役及び社外取締役を除く。以下同じ。）及び従業員並びに当社子会社の取締役に

対してストックオプションとして発行する新株予約権について、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づ

き、具体的な発行内容を決議し平成29年10月26日に付与いたしました。

 

１．ストック・オプションとして新株予約権を発行（有利発行）する理由

当社グループの業績向上に対する意欲や士気を喚起し、当社グループ全体の結束力を高めるとともに企業価

値の増大、優秀な人材の流出防止を図るため、当社の取締役及び従業員並びに当社子会社の取締役に対して、

金銭の払込を要することなく無償で新株予約権を発行するものであります。

 

２．募集事項の決定をすることができる新株予約権の内容及び数の上限等

（１）新株予約権の総数

500個とする。このうち、後記（５）に定める第４回新株予約権を250個、第５回新株予約権を250個とす

る。

（新株予約権１個につき普通株式100株、ただし、後記（２）に定める株式の数の調整を行った場合は、

同様の調整を行う。）

 

（２）新株予約権の目的たる株式の種類及び数

普通株式50,000株を上限とする。このうち、後記（５）に定める第４回新株予約権を25,000株、第５回新

株予約権を25,000株とする。

また、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株

式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
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調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 

（３）新株予約権と引換えに金銭を払込むことの要否

新株予約権と引換えに金銭を払込むことを要しない。

 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により交付を受けることがで

きる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、割当日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における

当社普通株式普通取引の終値の平均値に1.025を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるものとす

る。ただし、その金額が、割当日の東京証券取引所における当社普通株式普通取引の終値（取引が成立し

ない場合はそれに先立つ直近の終値。）を下回る場合は当該終値を行使価額とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

 

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合（新株予約権の行使によるも

のを除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

 

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数×１株当たりの払込金額

 新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たりの払込金

額」を「１株当たりの処分金額」と読み替えるものとする。

 

（５）新株予約権の行使期間

イ．第４回新株予約権付与決議日より３年を経過した日から、当該付与決議の日後６年以内

ロ．第５回新株予約権付与決議日より５年を経過した日から、当該付与決議の日後８年以内

 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

各新株予約権の行使により株式を発行する場合においては、払込にかかる額の２分の１を資本金に計上し

（計算の結果生じる１株未満の端数は、これを切り上げた額を資本金に計上する。）、その余りを資本準

備金として計上する。

 

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

（８）新株予約権の取得事由

イ．当社株主総会及び取締役会において、当社を消滅会社とする合併、当社を分割会社とする吸収分割・

新設分割及び当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行う場合、当社は無償で各新株予約権

を取得することができる。

ロ．当社は、新株予約権者が（10）に定める規定により権利を行使する条件に該当しなくなった場合及び

新株予約権を喪失した場合には、その新株予約権を無償で取得することができる。
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（９）新株予約権の行使により発生する端数の処理

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切

り捨てるものとする。

 

（10）新株予約権の行使の条件

イ．新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社及び当社子会社の取締役又は従業員

の地位にあることを要する。

ロ．新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

ハ．その他の条件については、当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めると

ころによる。

 

（11）新株予約権の割当日

平成29年10月26日

 

（12）組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移

転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日

に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式

会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす

る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契

約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとす

る。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（２）に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記（４）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（２）に従って決定

される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

上記（５）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間

の末日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記（６）に準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧新株予約権の取得事由及び条件

上記（８）に準じて決定する。

⑨その他新株予約権の行使の条件

上記（10）に準じて決定する。

 

（13）新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

 

（14）新株予約権の割当てを受ける者及び数

第４回新株予約権

当社取締役　　　　　　３名　　　100個

当社従業員　　　　　　４名　　　100個

当社子会社取締役　　　２名　　 　50個

 

第５回新株予約権

当社取締役　　　　　　３名　　　100個

当社従業員　　　　　　４名　　　100個
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当社子会社取締役　　　２名　　 　50個

 

（子会社の増資）

　当社は、平成29年10月20日付で、当社の子会社である株式会社フィナンシャルドゥへ追加出資を行いました。

 

１．増資の理由

　資本増強による安定した経営基盤の下で成長機会に備えるため。

 

２．子会社の概要

（１）会社名　　　　　：株式会社フィナンシャルドゥ

（２）代表者名　　　　：代表取締役　鈴木　剛

（３）所在地　　　　　：大阪市北区小松原町３番３号

（４）設立年月　　　　：平成24年２月

（５）増資前の資本金　：50,000千円

（６）出資比率　　　　：株式会社ハウスドゥ　100.0％

 

３．増資の概要

（１）増資額　　　　　：999,000千円

（２）資本金組入額　　：499,500千円

（３）資本準備金組入額：499,500千円

（４）増資後の資本金　：549,500千円

（５）払込日　　　　　：平成29年10月20日

（６）増資後の出資比率：株式会社ハウスドゥ　100.0％

 

EDINET提出書類

株式会社ハウスドゥ(E31284)

四半期報告書

25/28



２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書

 

平成２９年１１月１３日

 

株　式　会　社　ハ　ウ　ス　ド　ゥ

取　締　役　会　御　中

Ｐ ｗ Ｃ 京 都 監 査 法 人

 

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士　梶　田　明　裕　　㊞

   

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士　高　田　佳　和　　㊞

   

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハウス

ドゥの平成２９年７月１日から平成３０年６月３０日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２９年７月１

日から平成２９年９月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２９年７月１日から平成２９年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハウスドゥ及び連結子会社の平成２９年９月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。
 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成２９年１０月１７日付で、第三者割当によるＡ種優先株式を発行

し、同日に資本金及び資本準備金の減少を行っている。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告
書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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